



































に異なる作用であり（最大判昭和27年 8月 6日刑集 6巻 8号974頁）、更に後者に
おいては、他者に対する強度のプライバシー侵害等を考慮する必要があるから
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8月 6日刑集 6巻 8号 974頁）。ところが、その後、これとは逆に、取材源につ
いての証言を拒否することを認める判決もあらわれている（最三決平成18年10













裁判所は、半世紀近く前のブランツバーグ事件（1972年）（Branzburg v. Hayes, 



















































































































































































































































































































いると思われる、第 2巡回区控訴裁判所が下したガーランド事件（Garland v. 
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者等に対して、一般公衆とは異なる自由を認めることに反対した事件がある。














































































































































































































































































































































Shoen v. Shoen, 5 F.3d 1289 （9 th Cir. 1993）
　【事実の概要】
27






































Titan Sports, Inc. v. Turner Broad. Sys., 151 F.3d 125 （3d Cir. 1998）
　【事実の概要】
　A社とその競争者である B社は、アメリカにおけるプロレスの最も著名な


































































視している。同様の指摘を行なうのが、United States v. La Rouche Campaign, 
31
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841 F. 2d 1176 （1 st Cir. 1988）である。
報道機関の負担Ⅱ
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著作物の市場価値















































かは、萎縮的効果の観点から重要であるとしているのが、上述の United States 
v. La Rouche Campaign, 841 F. 2d 1176 （1st Cir. 1988）である。
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匿名情報の開示がもたらす萎縮効果











































































































































































































































































































































































































































ンターネットの普及はこうした困難をかなり消滅させている。See Mary-Rose Papandrea, 
































































































ことの意義が指摘されている。例えば、Watchtower Bible & Tract Socʼy of N.Y. Inc. v. Vill. 














更に、McIntyre v. Ohio Elections Commʼn, 514 U.S. 334 （1995）では、虚偽の行為が保護さ








れ て い る。 See RonNell Andersen Jones, Rethinking Reporter’s Privilege, 111Mich. L. Rev. 












え方は依然と主張されていた。See Christina Koningisor, The De Facto Reporterʼs Privilege, 
127 Yale L. Rev. 1176, 1216-19 （2018） ［hereinafter The De Facto Reporter’s Privilege］． 更
に、情報源の開示は、情報源すべての枯渇につながり、記者の生活の糧を失わせるとの
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主張がなされたが、法廷において真実を追求することの方が、記者のビジネスにマイナ
スの影響を及ぼすことよりも勝るとされ、ほとんどの場合には認められなかった。See 







See Rethinking Reporter’s Privilege, supra note 3, at1261.
（ 7）　ブランツバーグ事件（1972年）において多数派を構成する考え方は何かについて若干
の争いがあるが、記者が大陪審で証言を強制された場合、修正 1条による特権を享受し
ていないとする考え方が 5 ⊖ 4で支持されたとの見方が示されている。See id, at 1194.
（ 8）　下級審においては、ブランツバーグ事件（1972年）判決を相対多数意見として理解す
るもの、また、パウエル裁判官の同意意見を重視して、この判決では限定的特権が創設
されているとする裁判所がある、と指摘されている。See The De Facto Reporter’s 
















ミュニケーションが萎縮させられてしまうこと、などである。See Geoffrey R. Stone, Why 




彼等は、依頼人や患者の代理人にすぎないからである。See id. at 41.　もっとも、完全殺
人の方法を教えてもらうために弁護士に相談している依頼人、保険会社を騙すための方
法を教わるために弁護士に依頼する患者は、特権によって保護されない。これらは特権
が保護しようとしている情報源とはいえない。See id. at 54.
（10）　確かに、職員による無権限の情報開示は、情報の管理を行なう政府にとって頭痛の種
であるが、政府が不当に秘密にしようとすることへの解毒剤にもなっている、との指摘










公衆は、彼等の保護に好意的となったとされている。See Rethinking Reporter’s Privilege, 
supra note 3, at 1228-30.
（12）　法廷における証言拒絶は、コモンロー上は好意的に受け取られてこなかったが、何ら
かの社会的な関係において秘密を保護する強度の政策に基づき、その例外が認められて
い た と の 指 摘 が あ る。 See Laurence B. Alexander, Looking Out for the Watchdogs: A 
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Legislative Proposal Limiting the Newsgathering Privilege to Journalists in the Greatest Need of 
Protection for Sources and Information, 20 Yale L. & Polʼy Rev. 97，104 （2002）［hereinafter 
Laurence］．　更に、証言拒絶を認める特権は、一般的には、弁護士と依頼人、会計士と
依頼人、配偶者間、医師と患者、牧師との会話、に及んでいくが、その主な理由とし
て、オープンなコミュニケーションの必要性があげられている。See Nichole N. 
Wentworth, Hot off the Press: An Argument for a Federal Shield Law Affording a Qualified 
Evidentiary Privilege to Journalists in Light of Renewed Concerns about Freedom of the Press 
and National Security, 53 Loy. L. Rev. 745, 750 （2020） ［hereinafter Wentworth］．ところで、記
者等は、連邦法上はこの特権を享受していないが、判事、立法者、公訴官は、イン
フォーマルな手段により、その裁量によって、記者を長年にわたり保護しようとし、事
実上の特権が認められてきたとの指摘もある See The De Facto Reporter’s Privilege, supra 














は記者の倫理規範として尊重され、確立しているという主張も退けられた。See The De 







の権利の根拠とする主張に真剣に耳を傾けるようになった。See id. at 1232.
（13）　修正 1条が記者に対してサピーナからの保護を認めているとした最初の事件はガーラ

















公衆の至高の利益に、憲法上その道を譲らなければならない。See Carey v. Hume, 492 F.2d 




ている。See The De Facto Reporter’s Privilege, supra note 5, at 1186. 他方、合衆国最高裁が
59








よって主張されている。See Wentworth, supra note 12, at 767-68.
（17）　ブランツバーグ事件 （1972年）以前にも、公表はされなかったが記者の特権を明確に
認めた事件はあった。裁判所は、記者の特権を守るために様々な方法を用いたが、修正





















Rethinking Reporter’s Privilege, supra note 3, at 1253-54.
（21）　連邦議会は1929年頃から記者に特権を認めるシールド法を定めようとしてきた。特
に、ブランツバーグ事件（1972年）の直後には71本の法案が提出されたが、いずれも成
立しなかったという。See id. at 1198. 他方、ブランツバーグ事件（1972年）当時において
も、17の州がシールド法を持っており、2020年には、48州及びコロンビア地区が、様々
なレベルの特権を記者に認めている。See Wentworth, supra note 12, at 762. 絶対的な特権
が認められている州もあるが、ほとんどの州では、限定的な特権を認め、情報源の秘匿
が認められる状況や条件が規定されている。See Laurence, supra note 12, at 114. なお、
シールド法を持っている州の方が、持っていない州よりも、多くの報道がなされ、報道
に関する受賞も多いという。See id. at 102.
（22）　多数意見は、取材源の秘匿は修正 1条によって保護されているとする報道機関の主張
は退けたが、本件とは異なる別の状況であれば、その強制的開示が憲法によって制限さ













Reporter’s Privilege, supra note 3, at 1242.　同様に、ブランツバーグ多数意見は、記者に特
権を認める必要性を疑問視しているとの指摘もある。すなわち、この特権がない場合に
61





とされる。See Papandrea, supra note 1, at 552-53. なお、ブランツバーグ事件（1972年）の
理論は、記者に視点が向けられ、記者が秘匿しようとしている情報源の権利が見逃され
ているとの指摘がある See Rethinking Reporter’s Privilege, supra note 3, at 1228.
（24）　ブランツバーグ事件（1972年）では、大陪審において証言拒絶する記者の憲法上の特
権は存在していないと判断されたと理解されるが、この特権が、刑事・民事の手続きに
おいても認められるかどうかは不明確であるとの指摘がある。See Papandrea, supra note 
1, at 556.
（25）　ブランツバーグ多数意見は、連邦議会や州の議会が、こうした特権を定めることを否
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のことを記者に暴露したいが、記者にこのことを話した時点では、特権が認められるか



















件では限定的特権が創設されているのか、見解が対立している。See The De Facto 

















裁判上衡量されねばならない、としている。See Farr v. Pitchess, 522 F. 2d 464, 467-68 （9th 











Anderson, supra note 10, at 894. そして、多くの裁判所は、パウエル同意意見がこの事件の






されている。See Wentworth, supra note 12, at 761-62.
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Stone, supra note 9, at 50.
（36）　情報源秘匿の特権は、報道に従事する団体によって雇用されている者に認められるこ
とが念頭に置かれ、シールド法律のほとんども同様であるとされている。See Anderson, 




理に従っていたかどうかである。See Alan Wehbe, The Free Press and National Security: 
Renewing the Case for a Federal Shield Law, 16 First Amend. L. Rev. 513, 535 （2018）
［hereinafter Wehbe］. 更に、インターネットの普及により、記者と一般人を截然と区別す
ることが困難になっているにもかかわらず、裁判所も、だれにこの特権を認めるかを明
確にすることに意欲的ではない、としている。See Anderson,supra note 10, at 903-04.
（37）　特権は、伝統的なジャーナリズムに貢献している者に限定されず、公衆への情報提供
によって、思想の自由市場に貢献しているいかなる者に対しても、及ぼされるべきであ











Laurence, supra note 12, at 118-19. そしてジャーナリストとしての地位が認められるため
の基準は、ノンフィクション・レポート（investigative reporting）を行っているか、
ニュースを集めているか、そしてそのニュースを公衆に伝達する意思を取材開始時に有













プロセスの背後にある意図が重要であるとしている。See Titan Sports, Inc. v. Turner Broad. 
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的問題を平和的に論ずることを完全に萎縮させることになる」。Talley v. California, 362 






McIntyre v. Ohio Elections Commʼn, 514 U.S. 334 ,341-42（1995）. なお、この 2つの判決に
ついて次のようなまとめがなされている。Tally事件（1960年）では、人物の特定と報復
69
































Reporter’s Privilege, supra note 3, at 1266.
（48）　報道機関に証言拒絶等を認める判例法やシールド法がなければ、政府は、刑事手続に
おいて、報道機関をその手足として用いて匿名の情報源を開示させることが可能とな
り、プレスの自由を萎縮させ修正 1条の精神に違反するとの指摘があるが See Wehbe, 






















あり、しばしばこれが行われることになる。See Carey v. Hume, 492 F. 2d 631, 634（D. C. 
71
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Cir. 1974）. このように、名誉毀損訴訟では匿名の情報源の開示が認められる可能性が高
くなるが、そのことによって、専ら情報源を開示させることを目的に、名誉毀損訴訟が
提起されうるとの指摘もなされている。See Anderson, supra note 10, at 900.
（51）　同様に、名誉毀損訴訟が被告の報道機関に萎縮的効果をもたらすことを前提にしつつ







匿名情報の開示がしばしば請求される。See id. at 634. 本件においては、名誉毀損訴訟の
核心部分にあたる情報が求められており、報道された事実を原告が証明することは相当
に難しい。また、その内容が虚偽であったと証明しても、報道機関の悪意、又は真実の
無謀な無視を証明することが必要である、としている。See id. at 636-37.




















あげられている。See id. at 498-99.
 ―みやはら　ひとし・東洋大学法学部教授―
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